
衝撃騒音の許容基準(資料)

I 衝撃騒音の許容基準

産業場における衝撃騒音の許容基準を， 聴力保護の立

場から， 暫定的に次のように定める.

1 ) 許 容 基 準

1労働日の衝撃騒音の総曝露回数が100回以下の場合

は，図1に示す衝撃騒音の持続時間(後述の 3 ) 測定方法

の項を参照) に対 応するピークレベルを許容基準とす

る.

1労働日の衝撃騒音の総曝露回数が100回をこえる場

合は， 図2 に示す衝撃騒音の曝露回数の相違に対する補

正値を， 同様な方法で， 図1 から求めたピークレベルに

加算したものを許容基準とする. これらの基準以下であ

れば， 曝露 が10年以上常習的に続いた場合にも， 永久的

聴力損失(NIPTSあるいはPTS) を， 1 kHz以下の周波

数で10 dB以下，2 kHz で15dB以下， 3 kHz以上の周波

数で 20 dB以下にとどめることが期待できる.

2 ) 適用する騒音

衝撃騒音に対してのみ適用する. 衝撃騒音と定常騒音

との複合した場合については， 原則として除外する.

3 ) 測定方法

衝撃騒音の測定には， オッシロスコー フ。を使用し， そ

の波形によって， 図3 の(A)，(B) に示すごとし これ

を二種に大別する. 図3 の (A) の場合では， 持続時間

としてToからT Dまでの時間をとり， これをA持続時間

(A du r ation) とよぶ. 図3 の (B) の場合では， 反射音

がない場合にはT 。からT 'Dまでの時間をとり， 反射音が

ある場合にはT 。からT 'Dまでの時間とT 。からT "Dまでの

時間の和をと って持続時間とし， これら をB持続時間

(B du r ation) とよぶ. (B) の場合には， 音圧の変化を

示す波形の包絡線 (envelope) が， ピークの音圧よりも

20 dB 低い値を示す線と交わる点が，T 'DあるいはT "Dを

与える. 反射音が2 個以上の場合も同様に取り扱う.

II 提案理由および解説

聴力保護を目的とした騒音の許容基準を定める際に

は， 1 ) 許容しうる聴力損失の大きさと， 2 ) その大き

さの聴力損失を与える衝撃騒音のピーク値および持続時

間に加えて総曝露回数の二つが主要な問題となる.

許容しうる聴力損失の基本的な考え方として， 若干の

PTSが生じても， それによって日常 生活に不便をきたさ

ない程度であれば， これを認めるという見解がある.

聴覚の重要な機能は会話の授受にあるので， 日常の会

話に際し， ほとんど影響をうけない程度の聴力損失まで

は許容するという考えが支持されている.

この聴力の限界 としてはKryte r1)は， テスト周波数が

1kHzあるいはそれ以下の周波数において 10 dB， 2 kHz 

において15 dB， および 3 kHz以上では20dB をあげて
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図1 . 衝撃騒音の許容基準
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図2 . 1労働日における衝撃騒音の曝露回数に対
する補正値
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図3 . 衝撃騒音の測定

いる.この限界値は本邦でも定常騒音の許容基準の作製

に関して採用きれた 2) 衝撃騒音曝露 時の許容基準に関

しても， CHABAの勧告3)， Col e s4)らの勧告等で， 上記

Kryte r の許容聴力限界(L imit)が採用されている.ここ

でもこのイ直をf采用した.
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次に， ちょうどその大きさの聴力損失を与える衝撃騒

音のピーク値および持続時間と曝露回数が問題となる.

以下衝撃騒音についてまず説明する.

1 ) 衝撃騒音に関して

(1) ガス体の突発的な圧力変化により生じた音 (鉄砲

の発 射音等) をイムパルス(I mpul se) と称し， また(2)固

体同士の衝突によって発生した音 (ドロップハンマ一等

の音) をインパクト (I mp ac t) と称して， 両者 を区別す

る場合もあるのれ 実際には両者 は区別しがたい.また衝

撃騒音とは， 実効値(RMS値) での音圧レベルより， そ

のピーク値が少なくとも10 dB以上高いものを指すとも

考えられている6)

次に衝撃騒音の測定に関連してその特性 をみてみる

と， たとえば， 自由音場 (f r ee f ield) で鉄砲を発 射させ

た場合は， 図3 の (A) に示すように， 立ち上り時間

(r i se time) は急激でお， かっ減衰も急速であり， T o-T R 

はせいぜい20 μ sec程度，減衰時間 (de c ay time; T R-T D) 

もl msec以下程度のものである7) 図3 の(B)は複雑な経

過で減衰するもので， 反射性の建物の中でのいわゆる残

響環境下の産業騒音がこれに該当しよう. T o-T Rは，

0 .5- 1.0 mse c 程度， T R-T Dは 1- 300 mse c にも達す

る8-14) Cole sら同lま上記の (A)， (B) の場合につい

て，音響計測上の指標として以下の提案を行なった.すな

わち， 持続時間として(A) の場合は， T o-T Dをとりこ

れをA持続時間(A du r ation) とし， 減衰の遅 い(B)の

場合には音圧の変化を示す波形の包絡線 (envelope) が

ピーク値より20 dB 低下するまでの時間 T o-T 'D を

もって持続時間とし， これをB持続時間(B du r ation)と

称している. また反射音がある場合には，この影響も加算

するためT o-T 'DにT o-T "D を加えたものを持続時間

として採用している. この他に，持続時間としてピーク値

から8 .7 dB 低下するまでの時間(衝撃騒音の時定数) を

指す川場合もあるし，P f and e r1 7)は10 dB 低下するまでの

時間をとり， Cohen ら 9)は15 dB を主張している.しかし

これらの差異は Col e sら6)のいうように， 後述する生 体

影響の評価のための許容基準をずらせばすむこ となの

で， 使いやすいということもあって Col e sらの提案が用

いられている。 CHABA の勧告3)もこの提案を承認して

いる.

今回の勧告においても， 衝撃騒音の持続時間に関して

は， このA持続時間(A du r ation) およぴB持続時間 (B

du r ation) を採用した.

なお， 衝撃騒音は， 背景騒音より少なくともそのピー

ク値が20 dB以上高くなければ聴器に対する有害性は

増加しないという成績も得られている聞ので， 両者 が複

合している場合は， その差が20 dB以下であれば， 定常

騒音とみなして取り扱うことも可能と思われるが， なお

検討を必要とする.

次に計測上問題となるのは周波数分析である.定常騒

音の場合に成立する臨界帯域の概念川lま， 衝撃騒音の場

合についても成立すると考えられるので (臨界帯域の中

心周波数の位置はオクターブ低周波側にずれているよう

o 

である7))， 周波数分析についても考慮、しておく必要があ

る.

前述のように， 衝撃騒音の過渡特性はきわめて速やか

であるから， ピーク値および持続時間の計測， あるいは

周波数分析等を行なう場合， 通常の騒音計やオクターブ

分析器の指示計を用いては， とうてい， 計測不可能であ

る.現在 ， 時定数 35 mse c 等の立ち上がりの早い衝撃用

騒音計も使用されているが叫正確には，衝撃騒音を精密

騒音計のマイクロホン (直径1 インチ以下， たとえば，

B rü el-Kj ae r製，T ype 4133)を通じて磁器録音し， これ

をオッシロスコープ等を用いて再生し， 写真記録を行な

い， ピーク値や持続時間あるいは過渡特性を測定しなけ

ればならない.周波数分析には，前述の衝撃騒音測定用の

時定数のついた騒音計と， オクターブ分析器および高速

度レベルレコーダー(たとえば，B rü el-Kj aer製2114およ

び2305)を用いても分析できるという報告川もあるが，高

速度レベルレコーダーの記録スピードを1，OOOdB/s e cと

早くすると， 記録レベルは不安定になるので， テープ再

生時のスピードを録音時のそれに比しでかなり低下きせ

なければ，この方式では無理があるように考えられる.ま

た， 経過の早い衝撃騒音色 バンドフィルターを用いて

細かく分析すると， 誤差を生じるので， この点について

は， 最近波動現象を A-D変換し， on-l ine で自己相関係

数を求め， 直ちにパワースペクトルを計算することが実

時間 (real time) で可能な機器が各種 (富士通T EAC

等) 市販されているのでこれを用いれば便利で、ある.

なお， 衝撃騒音の周波数分析については， You ng22)に

よれば， 立ち上がり時間 (r i se time) と， 立ち上がり時

間を含む持続時間(du r ation)ならぴに波形によって，近

似的にスペクトルを推定するこ とが可能であるという.

たとえば，図3(A)の場合，持続時間が短くなればなる ほ

ど， 低域切断周波数は高周波側に移行するので， 低周波

成分は少なくなり， また立ち上がり時間が短くなる ほ

ど， 高域切断周波数は高周波側に移行するので高周波成

分が多くなる. この場合の低域切断周波数とは，スペクト

ルレベルがピークを示す周波数で， 持続時間によって定

まり， スペクトルレベル曲線は， これ以下の周波数領域

では平坦 (臼 at) ないし6 dB/oc tの傾斜を示し， これ以

上の周波数領域では， -6 dB/octの傾斜を示す;また，

高域切断周波数は， 立ち上がり時間の関数で， スペクト

ルレベル曲線は， これ以上の周波数領域では-12dB/oc t

の傾斜， これ以下低域切断周波数まではー6 dB/ o c tの

傾斜を示す. それゆえ，純音成分が含まれている時にみら

れるようなするどいピークは形成きれない. 図3(B)の

場合は， 指数関数的に減衰する正弦波状の波形で， スペ

クトルレベル曲線のピークの位置は， 正弦波状の音波の

周波数によって定まるが， この場合も， するどいピーク

を形成するこ とはない.つまり， 衝撃騒音の場合は， ピー

ク値に立ち上がり時間と減衰時間， あるいは， ピーク値

と正弦波の周波数を知ることによって， 近似的に周波数

特性を推定するこ とができる.衝撃騒音に関する周波数

特性の聴器に対する影響は今 後の問題である.
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なお， 本勧告における衝撃騒音とは， Colesら15)の見解

を参考にして， ピー クレベルが 100 dB以上で立ち上が

り時間が0 .5 msec以下の騒音であると暫定的に考えて

いる. この立ち上がり時間が0 .5 msec から 5 msec にな

れば， 基準曲線を8 dB 程度上方へ移動する必要がある

という 23)

2 ) 衝撃騒音の聴器に及ぽす影響とその許容基準

一般に定常騒音の反 復曝露 に起因する永久的聴力損失

(PTS)は， 一時的聴力損失(TTS)より推定する ことが

可能と考えられ刈， 日本産業衛生学会の定常騒音および

断続騒音に対する許容基準も，主として高木， 山本ら均の

TTSに関する成績にもとづいて定められている.

衝撃騒音についても TTSによる評価法が研究されて

いる.たとえば， Wa rdら 26)の報告によれば，TTSによっ

て衝撃騒音による永久的聴力損失を推定する ことが可能

であり，また，岡田， 山村 27)らの実験で， 定常騒音の場合と

同様に， TTSが大きいと回 復時間の延長がみられると

いう ことも， 定常騒音曝露 によるTTSと同様に聴器に

およぽす影響を評価する指標として役立つと考えうる.

なお， 衝撃騒音曝露 後何 分自のTTSを測定するかに

ついては， Walk er10)やFletc her ら 28)は， 定常騒音の場合

と同様に， 曝露 中止2 分後のTTS， つまりTTS2 を用い

ており， こ こでも TTS2を採用した.以下いくつかの間

題について検討する.

2.1 衝撃騒音曝露 時のTTSの増加( gro wth)の個 人

差

諸家はすべてのTTS 増加( gro wth)の個 体差の大き

い ことに言及している。 この理由の一つは耳内筋 (耳小

骨筋， 中耳筋ともいう) の反射によるといわれている.

この反射はGalambo sら 29)によれば， 80 dB を越えるよ

うな音響刺激によってあぶみ骨筋等が収縮する反射で，

そのため耳小骨の可動性が減じ， したがって音響刺激に

対する反応が，嫡牛電位の最大値を指標としてみれば，潜

時， 10  msec 程度で最高22 dB も減ずる ことがあるとい

う. この耳内筋反射は， このようにある潜時の後反応し，

その後，0 .5 秒 から2- 3 秒程度は続く附ょうである.

Fletc her � 3勺ま実際に短いパルスを与えて， この反射

を起 こさせ，それに続いて衝撃騒音を与えたところTTS

の増加は小さくなる ことを知り， この反射の強弱が衝撃

騒音によるTTSの成績に影響する ことを述べている.

この点に関しては Cohen らへWard ら 8)も同様で、ある.

先行する衝撃騒音によって駆動された耳内筋反射がま

だ消失せぬうちに， 次の衝撃騒音に曝露 された時には，

後の衝撃騒音によって内耳に伝達される音響エネルギー

はそれだけ減ずるものと考えられる. また， その後の衝

撃騒音によって耳内筋 反射は再賦活されると考えられ

る. この反射の大きさ， 持続性に個人差が大きい.

2.2 衝撃騒音の曝露頻度とTTSの増加 ( gro wth)

さきに述べた耳内筋反射の潜時， 持続時間およびその

強きの点から， 衝撃騒音の曝露頻度が異なった時に， 同

じ総曝露回数であっても， そのTTSの増加におよぽす影

響は異なる.

Colesら4) は これ を総説して( 1 ) 6 -30回 /minと

( 11) 30-600回 /minと( I I1)それ以上にわけて，( 111)の場

合よりも( 11)， ( 11)よりも( 1)の場合の衝撃騒音の被爆

時に， そのTTS増加はより大きいとしている. Ward3 2)も

( 1 )の場合の有害性を指摘している.曝露頻度が( III)の

場合では， Colesによれば， 通常の騒音計で， その動特性

を緩( slo w) にした時のレベルでの定常騒音曝露 時の

TTSの増加に等しいとして， もはやピーク値の測定も

不用であるとしている.山村， 岡田川の実 験結果も これを

支持する成績を得ている.

2.3 衝撃騒音のピーク値， 持続時間とTTSの増加

( gro wth) 

ピー ク値が高ければ高いほど71またその持続時間が

長ければ長い ほど33)， TTSの増加は大きくなる.現場に

おける研究では， 野外での鉄砲の発 射音等のきわめて高

レベルの衝撃騒音曝露 によるTTSに関する研究が多く，

Kryter34)が これら を整理している.本邦でも三ケ尻等35)

の発 表がある.

しかしながら， 産業騒音で遭遇しうるレベルの衝撃騒

音によるTTSに関する報告は， 既にのべたWardら，

Cohenら， 山村， 岡田の研究等が挙げられるに過ぎない.

一方，従来からの衝撃騒音によるTTS2の成績を参照

して， CHABA3)は1968年衝撃騒音のピーク値と持続時

聞から， 図1 に示す許容基準を提唱した. これは高い

ピーク値を有する衝撃騒音についての Colesらり5)の提

案も参照して， 発生間隔がかなりはなれた衝撃騒音に，

100固まで被曝した場合に， TTS2が， 前述のKryter1)の

許容聴力限界に達する場合の衝撃騒音のピーク値および

持続時間を求めたものである. Coles らめは この CHABA

提唱に対して次のような注を加えている.

この許容基準のピークレベルの上限はLo eb ら3 6)の実

験結果を参照して決定されたものである. Lo eb らの実

験はピークレベノレ166dB， 持続時間100jLSec以下の衝撃

騒音を被曝せしめた時のTTS2をみたものであるが， そ

の際の テスト 周 波 数 が会話音 域 よ り も 高 い 周 波 数

(7，000 Hz以上 ) を問題にしているので ， その影響を

CHABAは過大評価している， として， 持続時間0 .1

msecの場合で、約1 dB， 持続時間0 .05 msec の場合で約

3 dBほど加算するという修正を Coles ら は提唱してい

る.しかし， この点に関しては， 基準値を危険側に移動す

る こととなるので， なお検討を要するとして， 今回の勧

告には採用していない.

また， この CHABA の提唱は Colesらの衝撃騒音の許

容基準案仇15)と比較すると，そのピーク値を10 dB 下げて

平行移動したものに等しい.CHABAの説明によると， こ

の10 dB の差異は騒音の被曝条件の相違と， 保護する人

数の%の相違にもとづく， すなわち， 耳に垂直に ( 射撃

時のように斜め入射でなく) 騒音が入射する場合を考慮

した ことによる5 dBの低下と， また Coles案の75%の人

を保護するという基準に対し， CHABAの提唱は聴器受

傷性の大きなものも含めるという配慮、のもとに， 95%の

人を保護するという基準を採用した ことによる5 dBの
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図4. 1 労働日における衝撃騒動の曝露回数の補正に対
する諸成績

低下との合計1 0 dB の低下を計上したためである.

CHABA の提唱も Cole s案も， 以上の点からはぽ同様

の許容基準であるとみなされる. 高音圧の衝撃騒音， こ

とに鉄砲の発 射音のTTSについての報告は， 前述 のよ

うに比較的豊富で、あり，これをふまえた CHABA の基準

は妥当なものと考え， 今回の勧告に採用した.

この基準曲線は，持続時間 0.025 msec でピークレベル

164 dB の点を通り，持続時間が2倍になるごとに2dB

の傾斜で下降する直線で示され，さらに，A 持続時間の場

合は持続時間約1 .5 msec以上では一様に152dB， B 持

続時間の場合は持続時間 200 msec 以上では一様に 1 38

dB とされている. なお， A 持続時間に対する基準曲線

は， エネルギー総量の概念に基づいており， B 持続時間

に対する基準曲線は， エネルギ一概念と鉄砲およびその

周囲環境の特性に基づいているめという. ただし波形が

指数関数的な減衰波形であるから ， 持続時間が2倍に

なってもエネルギーの和は2倍より少なし そのため基

準曲線の傾斜は， 持続時聞が2倍になっても 3dB の傾

斜ではなく， 2dB の傾斜となっている同. B 持続時間の

場合， 200 msec以上で一定値1 38 dB が採用されている

のは，衝撃騒音の発生以後，1 00-200 mse c以上遅れて聴

器に侵入する音響エネルギーの影響は， 耳内筋 反射に

よって著しく減弱するという配慮に基づいている3)

曝露回数が増大した際の補正案は， a)CHABA 案……

曝露回数が1 0倍になるとその許容基準を 5dB 低下さ

せるという考え3)， b) TTSの増加が曝露回数の総和と単

純に比例するという考え， c) Cole sらの修正4)等がある.

これらをまとめて図4に示した.

a)の CHABA 案は推定の域を出ないが， これに対し

て c)の Cole s案は， さ きに述 べた Cohen らめ の実験成

績， Walke r川 のそれを参照したものである.その考えの

骨子は， 曝露回数が1， 000回以上も増大した場合は大体

その発生頻度も大きいとみられるので， この場合には耳

内筋反射による聴器保護作 用によって， 個々 の衝撃騒音

のTTSに与える影響は減ずると考えたこ とである. そ

のため曝露回数が増大しても， 許容基準に対する補正値

は b) の場合ほど著しくはならない.

i )  Cohen らの実験……ピーク値124-127 dB， B 持

続時間150 mse c，頻度 78 回 /min の衝撃騒音11 70回曝

露 で， テスト周波数1 kHz のTTSzの 75 %値が Kryter

の聴力限界に達する例， 被検者 1 5名.

i i)  Walker の実験……ピーク値127 dB， B 持続時間

20 msec， 頻度6 .4回 / sec の衝撃騒音1 5， 000回曝露 で，

テスト周波数4kHz のTTSzがKryte r の聴力限界に達

する例，被検者総数1 0名. なおこの実験では，被検者の

聴器受傷性の大きさにしたがって， 3 グループに分けて

整理しであるが， その中等度のグループ (被検者 3名)

についての成績を採用した.

以上の両実験における結果を図4の CHABA の提唱

と比較すると， Cohen らのそれはピー ク値で12dB，

Walke r のそれは19 dB 低い. しかしこれらの実験では

さ きにのべたように， CHABA の提唱にしたがって1 0

dB の修正を加えたものが図4に示しである.

i i i) 山村， 岡田らの実験 (被検者 6名) は，

a) ピーク値11 0 dB， B 持続時間 300 mse c， 発生頻度

1 0 回 / se c の衝撃騒音を24，000回曝露 せしめた場合，テ

スト周波数は4 kHz.

b) ピー ク値125dB， B 持続時間 300 mse c， 頻度1

回 /4 秒 ， 曝露回数300回， テスト周波数は4 kHz.

c) ピー ク値120dB， B 持続時間 300 msec， 頻 度 1

回 /4 秒 で曝露回数が 750回， テスト周波数4kHz で

TTSzがそれぞ れ Kryter の聴力限界に達する場合であ

る. なおこれらは， いずれも回帰直線上の成績である.

なおこの実験では， 被験者の1 /3 は聴器受傷性の大きな

耳であった.音響は耳に垂直に約30 cm の距離から入射せ

しめた. この実験では， CHABA の曝露条件をほぼみた

していると考えられるので，1 0dB の修正は行なわず， そ

のままの補正値1 3dB，18dB， 28dB，を図4に記入した.

これらの実験結果から， 現在のところ， Cole sら 4)の補

正案は支持されるものと考え， これを採用した. また，

曝露回数が1 00 回以下の場合は， 資料がなお十分でない

と考え補正値は O とした.

あ と が き

(1) PTSとTTSとの関係は現在 も なお解決したわ

けではない. たとえば，志田ら37)は，適正検査としての診

断学的見地から， TTSの小さいものはたしかにPTSも

小さいが， TTSの大きいものは必らずしも PTSは大き

くないとしている. 今 後より多数例について， 疫学的見

地から集団 の期待値を求めるという態度で研究を進める

必要があろう. とくに受傷性の強い人は， 特殊健診を励

行するこ とによって， 早期に発見する必要があることは

いうまでもない. PTSに関する資料は， 一般に精度が

劣っており， 現状ではTTSに関する資料を積極的に活

用し， 将来必要とあれば改正してゆくという態度をとる

のはやむをえないことである.

(2) G lo r ig ら3 81および Kryter ら1)は，騒音曝露 1 0 年

でPTSはほぼ極限値に達し， それ以後のPTSの増加は

ほとんど無視しうるとしており， 今回の勧告について

も， 定常騒音の場合と同様に， この知見を採用した. し

かし， 山本間， Hermann40) は曝露年数の増加 に伴う
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PTSの傾向線は，PTS=L ( 1 - e-kt)という式をほぼ満

足すると称している. ただし， LはPTSの極限値tは曝

露年数で， eは自然対数の底hは曝露条件および テスト

周波数によって定まる定数である. 一方， 松井ら41)は10

年以後も， 曝露年数の対数に対して直線的にPTSは進

行 す る と い う . そ れゆ え ， 10 年以 後のPTSの 増加

(gro wth)が， 定量的に把握されれば， 定常騒音の場合も

含めて， 当然修正きれるべき条件である.

(3) この基準の作製にあたっては， 日本国有鉄道労働

科学研究所山村晃太郎氏の労に負っとこ ろがきわめて多

い. また， 旧許容濃度等委員会騒音班のかたがたからも

貴重なご意見をいただいた.
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